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はじめに 

 

 昨年１２月２日、第１９２回国会において、割賦販売法の一部を改正する法

律（この法律による改正後の割賦販売法を、以下「改正法」という。）が衆・参

両院の全会一致で可決され、同月９日に公布された。 

産業構造審議会商務流通情報分科会割賦販売小委員会（以下「本小委」とい

う。）は、平成２６年９月以降、クレジットカード取引を巡る消費者相談、情報

漏えい、不正使用等の実態を踏まえ、クレジットカード取引に係る取引環境の

変化に着目しつつ、法制上の措置の必要性の有無及び実務的取組みの推進方法

等についての検討を重ね、「産業構造審議会商務流通情報分科会割賦販売小委員

会 報告書 ～クレジットカード取引システムの健全な発展を通じた消費者利益

の向上に向けて～」（平成２７年７月３日）（以下「平成２７年報告書」という。）

及び「産業構造審議会商務流通情報分科会割賦販売小委員会 報告書   ～クレ

ジットカード取引システムの健全な発展を通じた消費者利益の向上に向けて～

＜追補版＞」（平成２８年６月２日）（以下「平成２８年追補版」という。）をと

りまとめた。 

これら二つの報告書における提言を受け、改正法には、①加盟店におけるセ

キュリティ対策の義務付け、②アクワイアラー又はＰＳＰによる加盟店に対す

る調査等の義務付け、③FinTech の更なる参入を見据えた環境整備、④特定商取

引に関する法律（以下「特商法」という。）の改正への対応等に係る措置が盛り

込まれている。 

 本年２月より再開された本小委では、改正法の施行に向け、また、割賦販売

法が規律する分野に関するその他の課題も踏まえ、割賦販売法施行規則（以下、

「省令」という。）の改正等の方向性が検討された。本提言は、その検討結果を

とりまとめたものである。 
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第１章 割賦販売法改正等に伴う省令改正等に係る検討課題について 
第１節 セキュリティ対策について 

１．平成２８年追補版までの経緯 

 クレジットカード取引のセキュリティに関しては、割賦販売法の平成２０年

改正によって、イシュアー及びアクワイアラーに対しクレジットカード番号等

の適切な管理が義務づけられている。また、平成２７年報告書においては、「加

盟店、加盟店の委託先等を含むクレジットカード番号等を保有する全ての事業

者（中略）に対し、割賦販売法による安全管理に係る努力義務を措置すべきで

ある」との提言がなされた。 

その趣旨を踏まえつつ、クレジット取引セキュリティ対策協議会1において策

定されたのが「クレジットカード取引におけるセキュリティ対策の強化に向け

た実行計画－２０１６－」（平成２８年２月２３日）（以下「実行計画２０１６」

という。）であり、「２０２０年までの達成すべき目標の実現に向け、クレジッ

トカード取引に関係する全ての主体が本実行計画を尊重し、主体者として行動

を起こし目標を達成することを期待する」とされた。 

 その後、平成２８年追補版においては、「クレジットカード取引に対するセキ

ュリティリスクの高まり等、直近の状況に鑑みれば、クレジットカード取引シ

ステムの信頼を確保するにあたって、これらの措置では必ずしも十分とは言え

ない」として、「２０２０年に向けて国際水準のセキュリティ環境の整備を目指

して、幅広い関係事業者が参画したクレジット取引セキュリティ対策協議会で

策定された『実行計画』の実効性を確保するための法制上の措置を講じること

が求められる」と、後の割賦販売法の改正による加盟店へのセキュリティ対策

の義務付けにつながる提言がなされた。その中で、セキュリティ対策の義務付

けに関して「リスクベース」2「性能規定」3といった考え方が示され、「『実行計

                                                      
1 2020 年に向け、「国際水準のセキュリティ環境」を整備することを目指し、クレジットカード

取引に関わる幅広い事業者（クレジットカード会社、加盟店・関係業界団体、PSP（Payment Service 

Provider）、決済端末機器メーカー、情報処理センター、セキュリティ事業者、国際ブランド等）

及び行政が参画して 2015 年 3 月に設立。事務局は日本クレジット協会が務めている。 
2 クレジットカード取引の信頼性確保に向けて、関係事業者に対し、過不足のない措置を求める

ため、個々の事業者に対し、「（各々の）リスクに応じた措置」を求める考え方。 
3 平成２８年追補版において、「製品安全・保安分野において、技術進歩や新製品へのより柔軟

な対応を可能とするため、製品等が満たすべき技術基準について国が寸法・数値、形状、材質、

計算式等の詳細を定める『仕様規定』から、製品安全・保安に不可欠な性能のみを定め、当該性

能を実現するための具体的な手段・方法など問わないとする『性能規定』への転換が図られてい

る。（中略）クレジットカード取引のセキュリティ分野においても（中略）『性能規定』の基本的

な考え方を取り込むことが適切である。」とした上で、「法令においては、セキュリティ確保に不

可欠な機能（情報漏えい防止と不正使用防止）のみを定め、その実現手段・方法については、最

新の技術を活かした各事業者の創意工夫に基づく多様な手法に対してオープンなものとするこ

とで、各事業者の判断に基づいて、より適切なセキュリティ対策を講ずることができるようにす

る必要がある。」とされた。 
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画』のうち、具体的な対策に関する部分をセキュリティ対策に係る義務履行方

法に関する事業者向け指針として位置付け、国としてもその着実な実施を後押

ししていくことが求められる」とされている。 

 割賦販売法の一部を改正する法律の成立を受けて、今後、省令の策定に当た

って平成２８年追補版で示された上記の方向性を具体化していくために、以下、

提言する。 

 

２．措置の方向性について 

（１）現行法及び改正法におけるセキュリティ対策 

 現行の割賦販売法（以下、「現行法」という。）では、第３５条の１６第１項

及び第３項において、イシュアーとアクワイアラーにクレジットカード番号等

の適切な管理のために必要な措置を講ずることを求める一方、加盟店及びイシ

ュアー、アクワイアラー又は加盟店の委託先については、イシュアー又はアク

ワイアラーが指導することとしている（現行法第３５条の１６第４項）。また、

偽造カードの利用防止やネット取引におけるなりすまし防止を念頭においた不

正利用防止対策については法令上の規定が無い。 

 そこで、改正法では、イシュアー及びアクワイアラーのみならず加盟店も含

めて「クレジットカード番号等取扱業者」と位置付け、新たに加盟店について

もクレジットカード番号等の適切な管理義務の主体（改正法第３５条の１６第

１項第３号）とした上で、イシュアー、アクワイアラー又は加盟店の委託先に

ついては、それぞれの委託元であるイシュアー、アクワイアラー又は加盟店が

指導することとされた。さらに、加盟店に対して、利用者によるクレジットカ

ード番号等の不正な利用を防止するために必要な措置を講ずることが義務付け

られた（改正法第３５条の１７の１５）。 

 

（２）改正法を踏まえた省令改正等の方向性 

 現行法第３５条の１６第１項及び第３項に対応する現行省令第１３２条は、

イシュアー及びアクワイアラーに、クレジットカード番号等の適切な管理のた

めに必要な措置として、以下の通り、個人情報保護法において求められている

保護措置（①～④）に加え、漏えい等の事故発生時の対応（⑤、⑥）を求めて

いる。 

（現行省令第１３２条の要点） 

①従業者の権限及び責任の明確化、適切管理に関する規程類の整備・遵守 

 ②従業者に対する教育・訓練・監督 

 ③カード番号等を取り扱う施設への不正アクセス防止の措置 

 ④無権限者による電子計算機及び端末装置の作動の防止、動作の記録 
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⑤漏えい等の事故が発生した場合における第三者によるカード番号の不正使

用防止措置 

 ⑥漏えい等の事故が発生した場合における類似事故の再発防止措置 

 ここで、改正法において加盟店についてもクレジットカード番号等の適切な

管理義務の主体とされたことを踏まえ、上記の個人情報保護法における保護措

置を参考にした現行省令第１３２条の適用対象にそのまま加盟店を加えること

も考えられる。しかしながら、割賦販売法において、クレジットカード番号等

の適切管理が義務付けられている趣旨は、取引インフラとしてのクレジットカ

ードの信用秩序を維持し、利用者の信頼を確保する観点から、その不正使用・

流出を防止する必要性が特に高いことに着目し、クレジットカード取引システ

ムの信頼性維持という個人の権利利益にとどまらない社会的法益も保護しよう

とするものであることに鑑みると、現行法の規定内容にとどまらない対応を求

めることが妥当である。 

加盟店に対するセキュリティ対策の義務付けに関しては、平成２８年追補版

における提言を踏まえ、第１９２回国会の割賦販売法改正に関する審議（以下

「国会審議」という。）での政府答弁において、「これまでの仕様規定から、不

可欠な性能のみを定める性能規定と呼ばれる規定方法により、カード番号など

に関する情報漏えい及び不正利用の防止に関し、一定のセキュリティレベルは

求めつつも、その達成のための具体的な技術的手法、手段は法令上縛らない柔

軟な仕組みとしたい」旨の説明がなされている。 

こうした考え方を具体化するため、改正法を踏まえた省令改正にあたっては、

省令上はセキュリティ確保に不可欠な機能のみを定め、その実現手段・方法に

ついては、最新の技術を活かした各事業者の創意工夫に基づく多様な手法に対

してオープンなものとすべきである。 

その上で、平成２８年追補版における提言を踏まえ、法令遵守の観点からの

事業者にとっての予測可能性を確保するため、「このやり方であれば、法令上の

義務を満たす」とされる標準的な対策を示す必要がある。そこで、「実行計画」

のうち具体的な対策に関する部分を事業者向けの実務上の指針として位置付け、

セキュリティ対策が義務付けられる事業者においては「実行計画」に掲げられ

た措置を講ずるか、あるいはそれと同等以上の措置を講ずることを求めるべき

である。 

こうした考え方は、今回新たにセキュリティ対策が義務付けられる加盟店の

みならず、イシュアー及びアクワイアラーにも妥当するものである。現行省令

第１３２条が適用されているイシュアー及びアクワイアラーについても、上述

の趣旨を踏まえて関連する省令の規定を見直すべきである。 

「実行計画２０１６」は、関係事業者等から成るクレジット取引セキュリテ
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ィ協議会において、１年間の進捗を踏まえ、関係事業者における取組を更に推

進するため、２０１７年３月８日に「クレジットカード取引におけるセキュリ

ティ対策の強化に向けた実行計画－２０１７－」4（以下「実行計画２０１７」

という。概要は、別紙１参照。）へと改訂された。このように、「実行計画」は、

各分野の事業者が参画し、実務的・専門的な議論を通じて各者の知見を集約す

る形でとりまとめているものであり、最新の技術動向等を踏まえて毎年度見直

しを行うことで実効性を確保するものである。また、行政も、我が国における

クレジットカード取引の信頼性確保を図る観点から、中立的な立場で策定過程

に関与することで、その妥当性を維持しているものと考えられる。さらに、本

年より、同協議会に消費者代表委員も参画することとなり、平成２８年追補版

で提言された「マルチステークホルダー・プロセス」の考え方に沿った構成が

確保されたことも評価される。 

こうした点を踏まえれば、「実行計画」をクレジットカード番号等の適切な管

理（改正法第３５条の１６）及びクレジットカード番号等の不正な利用を防止

するために必要な措置（改正法第３５条の１７の１５）の実務上の指針として

捉え、各事業者に「実行計画」に沿った措置を講ずるか、あるいはそれと同等

以上の措置を講ずることを求めるという考え方は、日々高度化する不正手段に

対して、対抗措置が陳腐化するのを防ぐことが求められるセキュリティの分野

において、事業者におけるセキュリティ対策の有効性を保つという意味でも適

切であると考えられる。 

 なお、「実行計画」を改正法に基づいて講ずることが求められるセキュリティ

対策の実務上の指針とするにあたっては、関係事業者にとって分かりやすいよ

う、実行計画のうち「必要な措置」に関する部分を抽出して、例えばクレジッ

ト取引セキュリティ対策協議会の事務局である日本クレジット協会のガイドラ

インとして示す等の措置を講ずる必要があることに留意すべきである。 

                                                      
4 http://www.j-credit.or.jp/security/pdf/plan_2017.pdf 
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第２節 アクワイアラー等による加盟店調査等について 

１．本小委報告書と改正法 

 平成２７年報告書においては、アクワイアラー及び登録を受けたＰＳＰ5（総

称して、以下「アクワイアラー等」という。）に加盟店の調査を求めることで、

いわゆる悪質な加盟店によるクレジットカード取引を悪用したトラブルの未然

防止を図ることとされた。この加盟店の調査に当たっては、加盟店契約の締結

時に加盟店の所在地や代表者、商材や販売方法等の最小限の事項について確認

を求めるほかは、契約時審査を重視するモデル、途上審査を重視するモデル等、

各アクワイアラー等が合理的な判断に基づいて審査体制を構築することを認め

るべきであるとされた。 

 その後、平成２８年追補版においては、アクワイアラー等がいわば「加盟店

網のゲートキーパー」として、加盟店に対する適切なスクリーニング機能ある

いはモニタリング機能を担うという考え方に基づいて、「アクワイアラー等によ

る加盟店調査においても、加盟店等における対応状況を確認し、必要に応じて、

是正指導や加盟店契約の見直し等の適切な対応を求めていくことが妥当であ

る。」とされた。 

 これら本小委報告書による提言を受けた改正法では、クレジットカード番号

等取扱契約締結事業者（第３節参照）に対して、その加盟店契約締結時に「ク

レジットカード番号等の適切な管理又は利用者によるクレジットカード番号等

の不正な利用の防止に支障を及ぼすおそれの有無に関する事項」について加盟

店の調査を行い（改正法第３５条の１７の８第１項）、問題があれば加盟店契約

を締結してはならないこと（同条第２項）、契約締結後においても、定期的に、

又は必要に応じて途上調査を行い（同条第３項）、問題があれば改善に向けて加

盟店を指導したり、加盟店契約を解除する等の必要な措置を講ずることが義務

付けられた（同条第４項）。 

 この改正法におけるクレジットカード番号等取扱契約締結事業者の調査等を

定める改正法第３５条の１７の８に関し、調査事項・調査方法について今後省

令等において具体化する際の方向性について、以下、提言する。 

 

２．措置の方向性について 

（１）調査事項 

 改正法において加盟店調査事項となる「クレジットカード番号等の適切な管

理に支障を及ぼすおそれ」について、国会審議での政府答弁においては、平成

２７年報告書の提言を踏まえ、「情報漏えいによって第三者がクレジットカード

番号等を悪用するおそれのみならず、加盟店自身がクレジットカード番号等を

                                                      
5 Payment Service Provider。決済代行業者のこと。 
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悪用するおそれも含まれ、例えば加盟店が詐欺的な勧誘などを行って消費者を

誤認させてクレジットカードで支払わせたような場合もクレジットカード番号

等の適切な管理の義務に違反することとなる、よって、こうした消費者トラブ

ルを起こしていくようないわゆる悪質な加盟店については、アクワイアラー等

による加盟店調査を通じて排除されていくべきものである」旨説明されている。 

こうした国会での議論も踏まえ、クレジットカード番号等取扱契約締結事業

者による加盟店の調査に関する省令においては、セキュリティ確保の観点に加

え、実効的な悪質加盟店排除も可能となるような調査事項を定めるべきである。 

具体的には、加盟店が悪質な取引を行っていないか及び必要なセキュリティ

水準を満たしているかを確認するために必要な最低限の調査事項として、以下

の三点が挙げられる。 

①加盟店の特定に必要な事項として、加盟店の所在地、法人番号、代表者に係

る情報が挙げられる。特に悪質な事業者は、例えば法人名を変えて悪質な取

引を繰り返すことも想定されるため、代表者に着目して実質的に同一の加盟

店を捕捉できるようにすることが必要である。 

②加盟店が悪質な取引を行っているかの判断の材料になるものとして、取扱商

材、販売方法が挙げられる。取扱商材の調査については、実務面の対応可能

性及び費用対効果の観点も踏まえ、国際ブランドが定める加盟店分類コード

等も参考にしつつ、高リスク業種の加盟店についてはより詳細な調査を求め

る等、分類の粒度（細かさ）については適切なレベルのものとすることに留

意が必要である。 

③第１節で述べた改正法上のクレジットカード番号等の適切な管理（改正法第

３５条の１６）及びクレジットカード番号等の不正な利用を防止するために

必要な措置（改正法第３５条の１７の１５）の義務を加盟店が満たしている

かを確認するため、加盟店が講ずるセキュリティ対策の内容の調査も求める

べきである。 

なお、これらの調査事項は、契約締結時及び締結後の平時において最低限把

握しておくべきものであり、各社におけるリスク管理の観点から、これら以外

にも多様な調査事項を設けることを否定するものではない。さらに、情報漏え

い事故や消費者苦情（単なる問い合わせ等や消費者の誤認によるものは除く。

以下同じ）の発生時には、発生した事案の内容に応じて、より詳細な事項の調

査が必要となる（後述の第４節 ２．（２）参照）。 

 

（２）調査方法 

 クレジットカード番号等取扱契約締結事業者による加盟店の調査に関しては、

平成２８年追補版で示された、悪質加盟店の排除及び必要なセキュリティ措置



9 
 

を確保するという目的を実現するために実効的な方法であればよいとする「性

能規定」の考え方に従い、原則として、契約締結時の調査及び締結後の途上調

査を事業者の合理的判断により組み合わせて行うことを認め、省令において詳

細な手段・方法を定めるべきではない。 

他方、「このやり方であれば、法令上の義務を満たす」と言える標準的な調査

方法（あくまで標準的な方法であって、必ずしも準拠することが義務付けられ

るものではない）については、認定割賦販売協会において、行政とも連携し、

実務実態を踏まえつつ、加盟店調査を義務付ける趣旨に沿った形でガイドライ

ン等によって示されるべきである。 

なお、契約締結時調査については、最低限、上記（１）で挙げた事項は調査

することとし、途上調査については、平時には、定期的に契約締結時の調査事

項の変更の有無を確認したり、認定割賦販売協会の加盟店情報交換制度6を活用

して最新の加盟店情報を照会するといった簡易な方法での調査を認める一方、

情報漏えい事故や消費者苦情等の問題発生時には、事故状況や原因、再発防止

策、苦情の原因となった加盟店行為の存否、問題を誘発した加盟店における体

制や業務運営実態等について、より深度のあるきめ細かな調査を行うことが必

要となると考えられる。（第４節 ２．（２）参照） 

加盟店において、こうした調査に対して適切な対応が求められるのは当然で

ある。 

  

                                                      
6 日本クレジット協会では、認定業務のひとつである利用者（クレジットの利用者）等の利益を

保護するために必要な情報の収集、整理及び提供を、加盟店情報交換センター（JCA Data of 

Merchant Center。略して JDM センター。）において行っている。加盟店情報交換制度加盟会員会

社（以下「JDM 会員」という。）は、加盟店契約の申込を受けた際の加盟店審査並びに加盟店契

約締結後の加盟店調査及び取引継続に係る審査等の目的のため、各種情報を収集・利用し、JDM

センターへ登録し、JDM 会員によって共同利用することとなっている。具体的な仕組みについて

は、別紙２を参照。 
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第３節 アクワイアラー等の登録について 

１．改正法における登録制 

 改正法においては、「加盟店に対してクレジットカード番号等を取り扱うこと

を認める契約を締結することを業とする者」について、クレジットカード番号

等取扱契約締結事業者として登録を受けることを義務付けている（改正法第３

５条の１７の２）。 

 その上で、クレジットカード番号等取扱契約締結事業者としての登録を受け

るために必要な要件として、外国法人の場合には国内に営業所を有しているこ

と、暴力団員等との関係を有さないこと、クレジットカード番号等取扱契約締

結業務及び加盟店調査等の適確な実施を確保するために必要な体制を整備して

いること等を求めている（改正法第３５条の１７の５）。 

 この改正法におけるクレジットカード番号等取扱契約締結事業者については、

その対象となる事業者の範囲を関係事業者に対して分かりやすく示した上で、

求められる必要な体制について、今後省令等において具体化していく必要があ

る。その際の考え方について、以下、提言する。 

 

２．措置の方向性について 

（１）クレジットカード番号等取扱契約締結事業者の対象範囲 

オフアス取引7が増加する状況を踏まえ、平成２７年報告書及び平成２８年追

補版において、アクワイアラー等を登録の対象とした上で加盟店調査等を行う

ことを義務付けることが提言された趣旨は、アクワイアラー等に「加盟店網の

ゲートキーパー」として、加盟店に対する適切なスクリーニング機能及びモニ

タリング機能を担わせることで、悪質加盟店の排除やセキュリティ確保につな

げ、加盟店網における適正なクレジットカード利用環境を維持するということ

である。 

こうした趣旨から、改正法においては、登録及び加盟店調査等の義務の主体

となる者を「クレジットカード番号等取扱契約締結事業者」と定義し、その対

象範囲に関し、国会審議では、「アクワイアラーがクレジットカードの利用の承

諾について最終判断権限を留保している場合は、アクワイアラーが登録義務の

主体となり、こうした権限をＰＳＰがアクワイアラーから与えられている場合

はＰＳＰが登録義務の主体となる」旨の政府答弁がなされている。 

このように国会審議でも示された改正法の趣旨を踏まえれば、例えば、アク

ワイアラーの下請けとして、加盟店調査のうち一次審査を行うにとどまるＰＳ

Ｐは登録を受ける必要がないが、アクワイアラーから加盟店契約の締結に係る

権限を完全に授権され、独自の技術力を活かして一連の加盟店調査を行い、そ

                                                      
7 イシュアーとアクワイアラーが異なる取引。 
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の結果に基づく契約締結の可否及び契約解除の要否を最終判断するまでのプロ

セスを完遂しようとするＰＳＰは登録を受ける必要があると解される。つまり、

改正法の下では、アクワイアラーとＰＳＰとの間の契約関係において、それぞ

れの権限や業務分担を取り決めることにより、いずれの事業者が登録の対象と

なるかを選択できるものと解される。 

ただし、国内のＰＳＰが国内に営業所を持たない海外アクワイアラーと契約

している場合、通常はＰＳＰが主体となって加盟店契約業務を行っているもの

と考えられるため、国内ＰＳＰが登録義務の主体となると推定されると解され

ることを明確にすべきである。 

 

（２）クレジットカード番号等取扱契約締結事業者に求められる必要な体制 

 事業の実態を見ると、加盟店調査等のクレジットカード番号等取扱契約締結

事業者の業務の一部を他の事業者が代わって行うことがある。この点、こうし

た委託先事業者が行う業務について改正法の規律が及ばないこととなれば、そ

もそも加盟店調査を義務づけた趣旨が没却されることとなる。 

したがって、クレジットカード番号等取扱契約締結事業者が業務の一部を他

の事業者に委託する場合には、その委託先事業者における業務の適確な実施が

確保されるよう、業務を委託したクレジットカード番号等取扱契約締結事業者

の責任において委託先事業者を適切に管理することを求めるべきである。そこ

で、省令においてクレジットカード番号等取扱契約締結事業者の登録要件の一

つとして、委託先管理の体制が整備されていることを求めるべきである8。 

 また、クレジットカード番号等取扱契約締結事業者に義務付けられた加盟店

調査等を適確に実施するためには、苦情情報を有効に活用することが必要であ

る（第４節参照）。したがって、イシュアーから苦情情報の伝達を受ける体制（海

外アクワイアラーの場合には国内営業所に責任者を配置し、日本語での受付を

行う体制等）の整備も求めるべきである。 

 

  

                                                      
8 ただし、クレジットカード番号等取扱契約締結事業者として登録を受けたＰＳＰが、同じく登

録を受けたアクワイアラーから完全に授権を受けて加盟店調査等を行う場合については、その加

盟店との関係ではＰＳＰが登録事業者としての義務を負うこととなり、当該アクワイアラーは当

該ＰＳＰに対する登録事業者としての管理義務を負わない。 
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第４節 苦情情報の活用について 

１．平成２７年報告書と改正法 

（１）現行省令第６０条の解釈 

 包括信用購入あつせん業者における苦情の適切かつ迅速な処理について定め

た現行法第３０条の５の２に基づく現行省令第６０条を図解すると以下の通り

である。 

 

＜フロー図＞割賦販売法施行規則第６０条 

（包括信用購入あつせんに係る苦情への対応） 

 

 現行省令第６０条では、包括信用購入あつせん業者が消費者からの苦情を受

け付けたときは、まずその「原因究明」を行わなければならない（同条第１号）

こととなっている。この「原因究明」により知った事項等からみて、当該苦情

の原因が何か（誰の行為に対するものか、いわゆる特商法上の禁止事項に当た

るか、苦情の発生状況から見て消費者利益の保護に欠けるか等）に応じて、さ

らに苦情処理のために必要な事項を調査し（同条第２号及び第３号）、所要の措

置を講ずる（同条第４号）こととなっている。 

 本条の規定に関しては、改正法において新たに導入されるアクワイアラー等

の加盟店調査義務との関係も踏まえ再整理する必要がある。 

 

（２）包括信用購入あつせんの取引におけるイシュアーからアクワイアラー等

に対する苦情の連携 

 平成２７年報告書では、「オンアス取引を前提に整備された、包括信用購入あ

つせんについては、アクワイアラー等を位置付けることに伴い、イシュアー機

能のみに着目した概念へ見直し、加盟店との取引に係る規定を削除する等の整

第１号
苦情を受け付けたと
きは原因究明をしな
ければならない

第２号
原因究明により知った
事項からみて

第２号イ
自社加盟店が特商法禁止行為
等をしたとき

第２号ロ
自社の業務に関し、利用者等の
利益の保護に欠ける行為をした
とき

第３号
・原因究明
・認定割賦販売協会の
保有する情報その他
の方法により知った事
項からみて

第３号イ
オンアス（注１）加盟店：苦情の
発生状況が自社の他の加盟店
に比して利用者等の利益の保護
に欠けると認められるとき

第３号ロ
オフアス（注２）加盟店：苦情の
発生状況から利用者等の利益
の保護に欠けると認められるとき

第２号、
第３号
苦情処
理のた
めに必
要な事
項の調
査

第４号
改善の
ための
所要の
措置

（注１）イシュアーとアクワイアラーを同一の事業者が兼ねる取引

（注２）イシュアーとアクワイアラーが異なる取引
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理を行う」として、現行法第３０条の５の２に定める「苦情の適切かつ迅速な

処理」について、「イシュアーがアクワイアラーに苦情を伝達し、伝達を受けた

アクワイアラーが処理することと再整理する」とした上で、「アクワイアラー等

が加盟店調査を実効的に遂行するためには、相談・苦情情報を適切に活用する

ことが必要である」とされている。加えて、今回の割賦販売法改正に関する附

帯決議においても、「消費者からカード発行会社に寄せられた苦情申出を、カー

ド発行会社から加盟店契約会社に迅速に伝達し、加盟店契約会社において悪質

加盟店情報を集約し加盟店調査及び措置を効果的に講ずるよう、政府は、業界

の実効的な取組を促進する」9とされている。 

この点に関し、今回の割賦販売法改正ではイシュアーの「苦情の適切かつ迅

速な処理」を義務付ける現行法第３０条の５の２は改正されておらず、本提言

及び附帯決議については、同条に基づく現行省令第６０条の改正及び改正法に

より新たに義務付けられるクレジットカード番号等取扱契約締結事業者の調査

等（改正法第３５条の１７の８）に関する省令改正の問題として検討される必

要がある。 

 この際、イシュアーに対して消費者から苦情が申し立てられたとき、イシュ

アーは何ら評価をせずにアクワイアラー等に対して当該苦情を伝達するのか、

あるいはイシュアーによる何らかの評価を経て、一部の苦情をアクワイアラー

等に対して伝達するのか、伝達を受けたアクワイアラー等はイシュアーに対し

て当該苦情に対する対応をフィードバックする責任をも負うのかといった点も

省令等において明らかにする必要がある。また、こうしたイシュアーとアクワ

イアラー等の間での苦情の連携において、改正法第３５条の２０に基づき、現

在、認定割賦販売協会において運営されている加盟店情報交換制度をどのよう

に活用するかという点も考慮する必要がある。 

 

（３）マンスリークリア取引における苦情情報の活用 

 平成２７年報告書では、「マンスリークリア取引について、抗弁の接続や苦情

処理義務といったイシュアーに係る制度的な措置を追加的に課すべき状況には

ないものと考えられる。」とした上で、「制度的な措置を課すべきではないとし

ても、今後の取引全体を適正化していくという観点から、各イシュアーが相談・

苦情対応を円滑に遂行することや、アクワイアラーにおける加盟店調査におい

                                                      
9 衆議院経済産業委員会における附帯決議

（http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_rchome.nsf/html/rchome/Futai/keizaiB42004609

14A97FF4925806E00052C84.htm）。参議院経済産業委員会における附帯決議

（http://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/ketsugi/192/f071_120101.pdf）においても、

「加盟店契約会社等が悪質加盟店情報を集約することにより、加盟店に対する調査及び措置が効

果的に講じられるよう、事業者の実効的な取組を促進すること」とされている。 
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てイシュアーに寄せられる相談・苦情情報を効果的に活用することは、加盟店

網の適正化を促進していく上でも重要であると考えられる。」とされている。 

また、平成２７年報告書では、「アクワイアラー等にかかる規定について、支

払回数・方法によって適用対象を分ける意義は乏しいとともに不適切であり、

当該規定については、クレジットカード番号等の管理に係る規定同様、マンス

リークリア取引と分割・リボを区別せずに制度設計を行うべきである」として、

アクワイアラー等に義務付けるべき加盟店調査には、マンスリークリア取引も

対象として含まれることとされている。 

これを受け、改正法におけるクレジットカード番号等取扱契約締結事業者の

調査等を定める改正法第３５条の１７の８においても、マンスリークリア取引

も含めてその対象としている。 

なお、国会審議においては、マンスリークリア取引を含めた苦情情報をイシ

ュアーからアクワイアラー等に伝達し、加盟店調査の端緒として活用すべきで

あるとの指摘が多数あり、国会の附帯決議においても、「翌月一括払いの取引に

ついては、（政府は）事業者の自主的な取組の状況を検証」10することとされて

いる。 

こうした平成２７年報告書による提言や附帯決議を踏まえ、苦情情報の活用

については、マンスリークリア取引に関するものも含めて、具体的な手法につ

いて検討される必要がある。 

 

以上（１）（２）（３）に関して採るべき考え方について、以下、提言する。 

 

２．措置の方向性について 

（１）現行省令第６０条の見直し 

 消費者からイシュアーが苦情を受け付けた場合、まず、当該苦情が自社（イ

                                                      
10 参議院経済産業委員会における附帯決議

（http://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/ketsugi/192/f071_120101.pdf）においては、

「クレジットカード決済を利用した悪質加盟店の排除の実効性を確保するため、消費者からカー

ド発行会社に寄せられた苦情が加盟店契約会社等に適切かつ迅速に伝達されるよう、的確な対応

を図るとともに、加盟店契約会社等が悪質加盟店情報を集約することにより、加盟店に対する調

査及び措置が効果的に講じられるよう、事業者の実効的な取組を促進すること。また、翌月一括

払いの取引については、事業者の自主的な取組の状況を検証した上で、必要に応じてカード発行

会社の苦情伝達・処理の義務付けについて検討を行うこと。」とされている。衆議院経済産業委

員会における附帯決議

（http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_rchome.nsf/html/rchome/Futai/keizaiB42004609

14A97FF49258 06E00052C84.htm）においても、「消費者からカード発行会社に寄せられた苦情申

出を、カード発行会社から加盟店契約会社に迅速に伝達し、加盟店契約会社において悪質加盟店

情報を集約し加盟店調査及び措置を効果的に講ずるよう、政府は、業界の実効的な取組を促進す

るとともに、その実施状況を検証し、必要に応じて翌月一括払いの取引についてカード発行会社

の苦情伝達等の義務のあり方を検討すること」とされている。 
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シュアー）の行為に対してのものか、それとも加盟店による行為に対してのも

のか、加盟店による行為に対するものであった場合には、その加盟店が自社と

加盟店契約を締結している加盟店（オンアス加盟店）かどうか及びその行為が

いわゆる特商法上の禁止行為等に当たるか、苦情の発生状況からみてどの程度

消費者利益の保護に欠けるものであるか等について、イシュアーが消費者から

の聞き取り等により把握することとなる。現行省令第６０条では、このプロセ

スを「原因究明」と規定している。 

 しかしながら、このプロセスは、個々の苦情が誰のどのような行為に対する

不満の表明かということを確認すべきものに過ぎない。これは、当該苦情の内

容が客観的な事実に即したものであるかを認定し、その事実の原因関係を全て

詳らかにするという一般的に「原因究明」と呼ばれる行為や、そうした原因の

背後にあるイシュアーや加盟店における体制や業務運営実態等に着目し、再発

防止策を講ずるために必要な情報を収集するための調査とは分けて考えられる

ものである。 

したがって、現行省令第６０条の改正にあたっては、個々の苦情について、

誰のどのような行為に対する苦情であるか、それがどの程度消費者利益の保護

に欠けるものであるかを消費者の申告に基づき判別する行為について、その苦

情内容を裏付ける事実の確認や再発防止のための調査との関係も踏まえ、適切

な用語で表現されるよう見直しを行うべきである。 

 

（２）包括信用購入あつせんの取引におけるイシュアーからアクワイアラーに

対する苦情の連携 

 改正法でオフアス取引を念頭にアクワイアラー等にクレジットカード番号等

取扱契約締結事業者としての登録が求められ、加盟店調査等が義務付けられた

ことに合わせて、平成２７年報告書、国会審議及び改正法に関する国会の附帯

決議を踏まえ、現行省令第６０条を改正し、オフアス取引の場合には、イシュ

アーがアクワイアラー等に苦情情報を伝達することと再整理すべきである。 

その際、消費者から寄せられた苦情が加盟店の行為に起因するものであれば、

その苦情がどの程度消費者利益の保護に欠ける行為に関するものであるか（す

なわち、いわゆる特商法上の禁止行為等に関するものか）、あるいは同一の加盟

店に対する苦情がどの程度発生しているかに応じて、加盟店情報交換制度への

苦情情報の登録もしくはアクワイアラー等への苦情情報の伝達を行うことを求

めるべきである。 

 これに対して、アクワイアラー等においては、イシュアーからの苦情の伝達

や加盟店情報交換制度からのフィードバックを端緒として、これらの苦情情報

を活用しつつ、例えば、苦情に係る加盟店の行為がいわゆる特商法上の禁止行
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為等に該当すると認める場合あるいは同一の加盟店に対する苦情が頻発してい

ると認めるような場合には、必要に応じて、事実確認や再発防止策を講ずるた

めの当該加盟店に対する詳細な調査を行い、是正・改善指導や加盟店契約の解

除等の必要な措置を講ずることとすべきである。 

また、伝達された苦情の内容が、重要事項に係る不実告知等、重大な消費者

利益の侵害に関するものであるような場合等には、アクワイアラー等からイシ

ュアーに対して調査の結果をフィードバックすることも求められると考えられ

る。こうした一連のアクワイアラー等における対応プロセスは、クレジットカ

ード番号等取扱契約締結事業者による途上調査（改正法第３５条の１７の８第

３項）及び途上調査の結果を踏まえた必要な措置（同条第４項）の一環として

捉えるのが適切であると考えられる。 

 

＜イメージ図＞改正後の省令に基づく苦情連携 

 

 

（３）マンスリークリア取引における苦情情報の活用 

 本節１．（３）の通り、平成２７年報告書、国会審議及び改正法に関する国会

の附帯決議を踏まえ、イシュアーの苦情処理義務の対象となっていないマンス

リークリア取引に関する苦情情報も、アクワイアラー等による加盟店調査にお

いて活用することが求められる。 

 そのため、オンアス取引における自社加盟店に対する苦情については勿論の

こと、オフアス取引においても、アクワイアラー等による加盟店調査等の端緒

として苦情情報が活用されるよう、認定割賦販売協会の自主ルールに基づく業

界の自主的取組として、マンスリークリア取引に関する苦情情報も加盟店情報

交換制度への登録が行われることが期待される。 

なお、いわゆる特商法上の禁止行為等に関する苦情のように、消費者利益の

保護に欠けることが明らかで深刻な被害が懸念されるような場合には迅速な対

応が図られるよう、別途、イシュアーから直接アクワイアラー等への伝達も行

われることが望ましいと考えられる。 

  

イシュアー
が苦情を
受付け

誰（イシュアー又は加
盟店）のどのような行
為に対する苦情である
か、それがどの程度消
費者利益の保護に欠
けるものであるか（特
商法上の禁止行為等
に関するものか否か）
の判別

（判別結果に応じて、）

アクワイアラー等への直接の伝達
　　　又は

加盟店情報交換制度への登録

アクワイアラー等
において苦情を
受付け
　　又は
加盟店情報交
換制度からの
フィードバック

特商法上の禁止行為等に該当

すると認める場合
　　あるいは

同一の加盟店に対する苦情が頻
発していると認めるような場合

事実確認や再発防止
策を講ずるための当該
加盟店に対するより詳
細な調査

伝達された苦情の内容が重

大な消費者利益の侵害に関
するものであるような場合等

イシュアーに対して
調査の結果をフィー
ドバック
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第５節 取引条件の表示、書面の交付について 

１．平成２８年追補版と改正法 

（１）取引条件の表示、書面交付・情報提供事項の見直し 

 平成２８年追補版では、「割販法上の書面交付義務は、契約内容の明確化によ

る消費者の選択可能性を担保し、もって紛争の未然防止を図ることに主眼を置

いている。こうした法の基本趣旨を踏まえつつ、（インターネット利用の飛躍的

普及等の）状況変化に対応し、消費者にとって、取引のどの段階でどのような

情報が必要か、また、それを誰から提供させるべきかについて、改めて再考す

る余地があるのではないか。」とした上で、「①カード会社により情報提供がな

される（現行法第３０条、現行法第３０条の２の３第１項及び第２項）ため、

必ずしも加盟店に提供を義務付ける必要のない項目、②法の趣旨との関係で、

そもそも、時代の変化により、現時点においては提供が不要になっていると整

理できる項目、③情報提供が必要であるとしても柔軟な方法で情報提供させる

べき項目、④該当する加盟店にのみ情報提供させればよい項目、といった分類

を参考としつつ、消費者にとって、取引のどの段階でどのような情報が必要か、

また、それを誰から提供させるべきかという観点から、改めて検討すべきであ

る。」との提言がなされた。 

これを踏まえ、改正法では、カード利用時において加盟店から消費者に対し

て情報提供すべき項目の見直しを行い、商品の引渡時期等（改正法第３０条の

２の３第４項第２号）と契約の解除に関する事項（改正法同項第３号）につい

ては、特約がある場合等に限って情報提供を求めることとした。 

 カード発行時のイシュアーからの取引条件の表示、カード利用時のイシュア

ーからの書面交付、カード利用時の加盟店からの情報提供のそれぞれにおいて、

いかなる事項を表示・記載・提供するかについては、法律で主なものが定めら

れ、その他事項については省令で定められている。省令上のこれら規定につい

ては、上述の平成２８年追補版及び改正法の趣旨に則り、見直しを行う必要が

ある。 

 

（２）取引条件の表示、書面交付・情報提供手段の見直し 

 平成２８年追補版における「情報提供に関する割販法の規定が今後の技術革

新や新ビジネスの創出を阻害することのないよう、『書面交付を原則、電磁的方

法を例外』とする現行の書面交付義務の妥当性についても改めて考える必要が

ある。」との問題提起を受け、改正法においては、カード利用時における加盟店

から消費者に対する書面交付義務について「情報提供義務」に改め、その手段

を書面に限らないこととした（改正法第３０条の２の３第４項）上で、消費者

からの求めがあった場合には、書面を交付することを義務付けることとした（同
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条第５項）。この「情報提供」の具体的な手段についても、如何なる情報提供手

段を許容するか、省令において明確にする必要がある。 

 

（３）取引条件の表示、書面交付・情報提供における記載方法の見直し 

現行省令では、カード発行時のイシュアーによる消費者への取引条件の表示、

カード利用時のイシュアー及び加盟店による消費者への書面交付にあたっては、

省令で定められた用語の定義に則って、その用語を使用しなければならないと

されている（現行省令第３６条第１項第１号等）。 

しかしながら、この省令上定められた用語（「包括信用購入あつせんの手数料」

等）が消費者にとって分かりにくいため、カード会社宛に消費者から用語の意

味についての問い合わせがなされたり、カード会社が個社毎に別途読替え等を

行い、消費者に分かりやすい表示を行ったりしている例がある。 

こうした現状に鑑み、法令用語を用いた記載を一律に義務付けることの是非

について改めて検討を行う必要がある。 

 

以上（１）（２）（３）において採るべき考え方について、以下、提言する。 

 

２．措置の方向性について 

（１）取引条件の表示、書面交付・情報提供の事項の見直し 

①カード発行時のイシュアーからの取引条件の表示、②カード利用時のイシ

ュアーからの書面交付及び③加盟店からの情報提供の各段階において、現行法

令上、表示・記載・提供が求められている事項を別紙３にまとめた。 

ここで、②イシュアーからのカード利用時の交付書面記載事項のうち、カー

ド利用の都度変化することが想定されない事項については、原則として①イシ

ュアーからのカード発行時の取引条件の表示事項として再整理すれば足りると

考えられる。ただし、「クレジットカード決済について、利用者が問い合わせ、

相談等を行うことができる機関の名称及び住所又は電話番号」及び「クレジッ

トカード会社に対する抗弁に関する事項」については、消費者が速やかに問い

合わせ先の連絡先を確認したり、消費者が抗弁を主張する権利を容易に確認で

きるようにする観点から、イシュアーからのカード利用時の交付書面記載事項

としても存置すべきである11。 

また、③加盟店からのカード利用時の情報提供事項（カード利用控え）につ

いては、②イシュアーからのカード利用時の交付書面（利用明細）記載事項と

重複している事項であっても、両者を照合することで消費者が不正利用を早期

                                                      
11 勿論、消費者から個別の同意を得た場合には電磁的方法による情報の提供が可能である（改

正法第３０条の６において準用する第４条の２）。 
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発見できるよう、購入した商品や提供を受けた役務を特定するために必要な事

項か否かという観点から見直すべきである。 

なお、消費者における不正利用の早期発見を容易にするため、カード利用の

都度配信されるカード会員向け利用確認メールサービス等の普及が図られるこ

とも期待される。 

 

（２）取引条件の表示、書面交付・情報提供手段の見直し 

 改正法においては、加盟店からの消費者に対する書面交付義務を見直し、情

報提供手段を書面に限らないこととした（改正法第３０条の２の３第４項）上

で、消費者からの求めがあった場合に限り、書面を交付することを義務付ける

こととした（同条第５項）。 

上述の通り、カード利用に関し、加盟店からの情報提供（カード利用控え）

とイシュアーからの交付書面（利用明細）と照合することで消費者が不正利用

を早期発見できるようにするためには、加盟店からの情報提供手段については、

記録保存の機能（再現可能性）を有するものである必要がある。こうした観点

から、同条第４項における情報提供の具体的手段については、口頭での通知や

店頭での表示等あらゆる手段が認められると解するべきではなく、書面による

他は電子メール等のような情報通信技術を利用する電磁的方法に限るべきであ

る。 

 

（３）取引条件の表示、書面交付・情報提供に係る記載方法の見直し 

 消費者にとって分かりやすい用語となるよう、各事業者が法令の内容を「意

訳」して伝える等の創意工夫を凝らすことを促進する観点から、省令において

画一的な用語の定義を定めるのではなく、分かりやすさと正確性が担保されて

いることを省令において求めることとすべきである。その際、事業者毎に用い

る用語がばらばらになることによって、消費者に混乱が生じることのないよう、

認定割賦販売協会において、消費者の意見も取り入れつつ、ガイドライン等に

より標準的な用語のあり方を示すことが望ましいと考えられる。 
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第６節 支払可能見込額調査について 

１．平成２０年改正の趣旨と現状の問題点 

 支払可能見込額調査は、自己の支払能力を超えた支払債務を負担する多重債

務者問題に対処し、その発生を未然に防止し、消費者保護を図るため、平成２

０年の割賦販売法改正において、クレジット利用者の支払能力を調査すること

を信用購入あつせん業者に義務付けたものである。具体的には、信用購入あつ

せん業者に、消費者の年収等の状況、クレジット取引や借入れ等の債務状況等

を調査し、住居を含め最低限度の生活を維持するための費用に充てる資金を使

うことなくクレジット取引への支払いに充てられる金額（支払可能見込額）を

算定することを義務付け、その一定割合12を超えるクレジット契約の締結あるい

は極度額の増額を禁止している。 

平成１９年にとりまとめられた産業構造審議会割賦販売分科会基本問題小委

員会報告書では、こうした過剰与信防止対策について、「多重債務に陥る危険度

という観点からは、商品の購入等に対して与信が行われるクレジット取引につ

いては借金返済等のための借入れも可能な貸金と異なり雪だるま式に債務が累

積する可能性は少ない。他方、個品割賦購入あっせん取引が訪問販売業者によ

る『次々販売』のような悪質な販売行為に利用されることで消費者が過剰な債

務を抱える危険性が指摘されている。したがって、クレジット取引が持つ消費

者への利便性と適正な消費者の購買意思を阻害することのないよう配慮しつつ、

与信事業者たる割賦購入あっせん業者に対しても、自らの過剰与信防止を促し、

ひいては販売業者による次々販売の未然防止にも資するルール整備が必要であ

る。」とされており、平成２０年の割賦販売法改正は、この提言を踏まえたもの

である。 

また、平成２０年の割賦販売法改正に際しては、「支払可能見込額の調査に当

たっては、利用者の預貯金等のプライバシーに過度に立ち入ることのないよう

指導すること」13との国会の附帯決議がなされている。 

平成１８年の貸金業法改正による総量規制の導入もあって、その後、多重債

                                                      
12 いわゆるクレジットカード取引については、現行法第３０条の２の２において、「包括支払可

能見込額に包括信用購入あつせんに係る購入又は受領の方法により購入される商品若しくは指

定権利の代金又は受領される役務の対価に相当する額の受領に係る平均的な期間を勘案して経

済産業大臣及び内閣総理大臣が定める割合を乗じて得た額を超えるときは、当該カード等を交付

し若しくは付与し、又は極度額を増額してはならない。」とされており、この経済産業大臣が定

める割合は、経済産業省告示（平成２１年７月１４日第２３６号）により、９０／１００とされ

ている。なお、いわゆる個別クレジット契約（個別信用購入あつせん）においては、こうした規

定は定められておらず、個別支払可能見込額を超えるクレジット契約の締結が禁止されている。 
13 衆議院経済産業委員会における附帯決議。参議院経済産業委員会における附帯決議において

も、「支払可能見込額の調査に際しては、利用者の個人情報の収集を必要かつ十分な最小限のも

のにとどめるとともに、その管理に万全を期すよう指導すること」とされている。 
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務に関する消費生活相談は、前回改正法が成立した平成２０年度には９５，１

６５件であったが、平成２７年度には２９，１４２件と約３割にまで減少して

いる14。 

これに関しては、当時の信用供与額に対する延滞債権額15を考慮すると、カー

ドショッピングにおける多重債務者の状況と、貸金業における多重債務者の状

況は異なっており、信用購入あつせん業者に対する支払可能見込額調査の規制

自体が合理的なのかを問い直すべきとの指摘もある。 

 平成２０年改正後の運用に関し、消費者からは、その詳細な調査手続・方法

に関する現行省令の規定（別紙４参照）がプライバシーへの過度な介入を招い

ていたり、家族形態の多様化に対応していない規定により適切な与信を受ける

機会を制約することとなっていたり、省令の規定に基づく概念が分かりづらい

ことに対する相談が寄せられている実態も確認された。日本クレジット協会が

会員企業からの報告に基づいてまとめた、現場で実際に問題となっている事例

としては以下のようなものが挙げられる。 

（支払可能見込額調査に関する消費者の苦情や問い合わせのあった問題事例） 

①プライバシーへの過度な介入になっている例 

                                                      
14 多重債務問題及び消費者向け金融等に関する懇談会（第８回）資料１「多重債務者対策の１

０年間」（金融庁 / 消費者庁 /厚生労働省（自殺対策推進室））による。 
15 延滞債権額の信用供与額に対する比率 

・クレジットカードショッピング（マンスリークリア取引を含む。） 

 
 

・個別クレジット（個品あっせん、自社信用販売） 

 
 

・融資専用カードによる貸付 

  
（出典）「日本の消費者信用統計」社団法人日本クレジット協会（平成２１年度までは社団法人

日本クレジット産業協会） 

（注１）①/②（％）は、回答会社の延滞債権額を当該回答会社の信用供与額で除した数値。 

（注２）本調査は、任意の調査であるため、回答会社及び回答社数は年度毎､項目毎に異なる。 

（注３）延滞債権額は、６ヶ月以上にわたり約定支払期日到来以降の未入金が発生している（一

部入金も含まれる）状況にある金額をいい、期日未到来分も含まれる。 

（注４）数値は、それぞれ信用供与額と延滞債権額の両方に記入のあった社の数値を集計したも

の。 

〔①延滞債権額／②信用供与額〕

①／② ①／② ①／② ①／② ①／② ①／② ①／② ①／② ①／②

（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

84 0.3 107 0.4 107 0.3 106 0.5 57 0.5 75 0.5 67 0.4 58 0.2 80 0.3

回答

社数

平成16年度

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ（ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ）

平成18年版 平成23年版 平成24年版

回答

社数

平成19年度 平成20年度
回答

社数

平成19年版 平成20年版 平成21年版 平成22年版

平成23年度平成17年度
回答

社数

平成18年度
回答

社数

回答

社数

平成26年版

回答

社数

平成24年度平成21年度
回答

社数

平成22年度

平成25年版

回答

社数

〔①延滞債権額／②信用供与額〕

①／② ①／② ①／② ①／② ①／② ①／② ①／② ①／② ①／②
（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

57 2.6 68 2.9 65 2.7 68 2.8 48 2.7 57 2.6 46 3.3 49 2.2 74 1.8

平成26年版

回答

社数

平成24年度平成21年度
回答

社数

平成22年度
平成25年版

回答

社数

平成23年度平成17年度
回答

社数

平成18年度
回答

社数

回答

社数

平成23年版 平成24年版

回答

社数

平成19年度 平成20年度
回答

社数

平成19年版 平成20年版 平成21年版 平成22年版平成18年版

回答

社数

平成16年度

個品（個品あっせん、自社信用販売）

〔①延滞債権額／②信用供与額〕

①／② ①／② ①／② ①／② ①／② ①／② ①／② ①／② ①／②

（％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％） （％）

14 3.8 16 4.5 13 17.1 13 4.1 10 36.2 17 34.4 23 35.8 7 10.9 20 7.9

平成18年版 平成19年版 平成20年版 平成21年版 平成23年版 平成24年版 平成25年版 平成26年版

回答

社数

平成16年度
回答

社数

平成17年度
平成22年版

平成21年度
回答

社数

平成18年度
回答

社数

平成19年度
回答

社数

平成20年度
回答

社数

平成24年度
回答

社数

平成23年度

融資専用カードによる貸付

回答

社数

平成22年度
回答

社数
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 ・年収等の合算特例16（現行省令第４０条第２項等）の適用の有無や生活維持

費（現行省令第４５条第１項）の確認のため、家族構成（生計主か、専業

主婦か、二親等内親族か、共働きか、事実婚か、一人暮らし学生か等）や

家計の維持の状況（生活費の負担者の確認、扶養者の確認、別居者への仕

送りの有無、単身赴任等）等まで踏み込んだ調査を行う必要がある場合が

ある。 

②家族形態の多様化に対応していない規定により適切な与信を受ける機会を制

約することとなっている例 

 ・事実婚（内縁）の者、叔父や叔母により扶養されている者からの申込み時

に合算特例を適用できずクレジット契約を断るケースがある。 

③省令の規定に基づく概念が分かりづらいことに対する相談事例 

 ・生活維持費の算定のために「生計を一にする」人数を確認するが、その概

念が分かりづらく、説明に時間がかかるため、不満をもつ消費者もいる。 

 このような問題事例から、支払可能見込額調査に関する現行省令上の詳細な

手続・方法に関する規定が事業者における画一的で硬直的な運用につながり、

結果として消費者に対して過剰な負担あるいはプライバシーへの介入となって

いるのではないかと考えられる。 

本来、支払可能見込額調査の義務付けは、信用購入あつせん業者の営業の自

由及び消費者が与信を受けて商品等を購入する自由の双方に制約を加えるもの

であり、過剰与信防止という目的との関係において規制は必要最小限でなけれ

ばならないという「比例原則」に照らして、その規制手段の合理性が厳しく問

われるべきものであると考えられる。 

こうした観点から、現行省令の規定の中で、特に以下２点については、過剰

与信防止という目的との関係において規制手段として合理性があるか、改めて

問い直すべきである。 

①合算特例について、正式な婚姻関係にある配偶者あるいは二親等以内の親族

という特定の家族形態に限定されており、その他の家族形態をとる消費者に

とっては、クレジット払いを利用する機会が不当に制限されていること。ま

                                                      
16 現行の支払可能見込額調査における年収等の調査においては、 

①主として配偶者の収入で生計を維持している者で年収１０３万円以下である場合には、その者

の申告により相手方配偶者の年収を合算して算定、 

②二親等内の親族の収入で生計を維持している場合には、その親族からの申告によりその親族の

年収を合算して算定、 

③①に当たらない共働き夫婦等の場合には、相手方配偶者からの申告により相手方配偶者の年収

を合算して算定 

することが可能である。 
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た、配偶者の年収等を合算しようとする場合、利用者の年収が１０３万円以

下か１０３万円超かにより、申告の主体が異なること。 

②生活維持費について、「持ち家・賃料の有無」及び「生計を一にする人数」に

基づき一律に額が設定されることとなっており、こうした形式基準による画

一的な調査が消費者の負担感につながっている一方、必ずしも多様な消費者

の生活の実態を反映するものとはなっていないこと。 

  

また、現行省令においては、調査の手法として消費者からの申告を原則とし

ているが、平成２０年改正時点と異なり、現在では例えば家計簿アプリ事業者

等の FinTech を活用することにより、より客観的かつ正確に、消費者の手間や

負担感の少ない方法によって、消費者の支払能力を確認することも可能となり

つつある。こうした環境変化を踏まえ、FinTech の活用による消費者利便の向上

を阻害しないよう、調査手法の在り方についても必要な見直しを行っていく必

要がある。 

こうした種々の問題点を踏まえ、支払可能見込額調査に関する省令の規定に

ついて、以下の方向で見直す必要がある。 

  

２．措置の方向性について 

上記１．のような問題意識に対しては、「多重債務者対策」としての過剰与信

防止の趣旨を踏まえつつ、昨今のプライバシーに関する消費者意識や家族形態

の多様化等、時代の要請に対応して、現行の規定について必要な見直しを行っ

ていく必要があることについては概ね合意が得られた。 

さらに、大多数の平均的な消費者の利便性を阻害することのないよう、

FinTech の活用等により新たな手法の開発や運用に向けた各社の創意工夫を促

すべく、「性能規定」の考え方に基づき、過剰与信防止という目的を達成するた

めの具体的な手続や方法を特定しない規定とした上で、過剰与信防止の観点か

ら各社の手法の実効性をチェックするための一定の共通指標を設け、検証でき

るようにする方向での改正を目指すべきであるとの多数の意見があった。 

一方で、過剰与信防止という社会的な要請に基づく義務付けであることを踏

まえ、性能規定の考え方の下で個社の裁量判断に多くを委ねてしまうことに懸

念を示し、より慎重な審議を要するとの意見もあった。 

このような一部の慎重な意見にも配慮し、消費者の年収等の状況や、クレジ

ット取引や借入れ等の債務状況等を調査し、住居を含め最低限度の生活を維持

するための費用に充てる資金を使うことなくクレジット取引への支払いに充て

られる金額を算定し、それを超えるクレジット契約の締結等を禁止するという

現行法の下で、年収等からクレジット等の債務及び生活維持費を控除した額（包
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括信用購入あつせんの場合はこれに一定割合を乗じたもの）を支払可能見込額

とする基本的な枠組みについては、現時点においては維持すべきである。 

その上で、平成２０年改正から約７年間の施行の中で顕在化してきた上記１．

①～③のような問題に対処するため、当面の対応として、以下の２点について

省令の規定を見直し、改善を図るべきである。 

①年収等の合算特例について、家族形態が多様化しつつある状況を踏まえ、特

定の家族形態に限定した現行の規定を見直し、家族形態に関わらず、生計を

一にし、あるいは扶養関係にある者であることを利用者本人からの申告等に

より確認した上で合算を可能とすること。 

②生活維持費については、クレジットの返済のために最低限度の生活を維持す

るために必要な資金まで奪われることがないよう、これを控除することとした

制度趣旨に鑑み、現行省令で定める額を下限の目安としつつ、画一的な調査に

対する消費者の負担感に配慮し、過剰与信防止の目的に対してより費用対効果

の高い調査方法を選択できるようにすること。例えば、利用者から特に申告が

ない場合には現行省令で定める額のうち最高額とみなす等のより簡易な方法

や、家計簿アプリ等の FinTech によるサービスを通じて蓄積したデータを用い

て個々の利用者の家計の実態に即してきめ細かく算定する方法であれば、消費

者負担が軽減されるとともに、生活維持費がより実態を反映したものとなり、

過剰与信防止の観点からも問題はないと考えられるため、こうした算定方法が

許容されるようにすること。 

 なお、今回多数意見として示された「性能規定」化については、継続課題と

して引き続き検討すべきである。  
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第２章 前払式特定取引に係る検討課題について 
前払式特定取引17に関する規定（第３章の２）は、昭和４７年の割賦販売法改

正で新設され、政省令が整備されて以来、今日にいたるまで大きな改正が行わ

れていない。以下は、前払式特定取引に係る省令上の規定に関し、最近の消費

者苦情の状況や一般の企業会計原則を踏まえ、冠婚葬祭互助会や友の会の現状

の実態に合わせて適正化を図る観点から本小委で検討した結果を踏まえ、見直

しの方向性を示すものである。 

 

第１節 前払式特定取引の業務面における論点 

１．現状と課題 

 消費者から経済産業省に寄せられる前払式特定取引等に関する苦情・相談は、

冠婚葬祭互助会に関するものがほぼ全てであり、そのうち解約関連が８割近く

を占めている。具体的には「解約手数料が高い」「解約ができないと言われた」

「解約を引き延ばされる」といったものがある。また、ＰＩＯ-ＮＥＴ（全国消

費生活情報ネットワークシステム）に登録された冠婚葬祭互助会に関する苦

情・相談内容も８割近くが解約関連であるほか、「契約書が交付されていない」

「訪問販売で強引な勧誘を受けた」といったものもある。 

 また、必ずしも冠婚葬祭互助会ということではないが、葬儀業において、葬

儀費用等について消費者に誤認を与えるような表示を行っているケースも見ら

れる18。 

 こうした現状に対し、現行法令では、前払式特定取引に関して、本節２．（１）

に掲げる観点から、以下のような規律を課している。 

 

①契約締結時の契約内容に関する消費者に対する適切な説明 

・重要事項の不告知、不実告知等を行った事業者への改善命令（現行省令第１

２４条第３項第７号） 等 

②契約期間中の前払金の保全 

・前受金保全措置（現行法第３５条の３の６２で準用する第１８条の３） 等 

③契約の履行確保（契約目的の実現） 

・契約約款に記載された義務を履行しない場合の事業者に対する改善命令（現

                                                      
17「商品の売買の取次ぎ」又は「指定役務の提供・その取次ぎ」に先立って、消費者から代金を

分割方式（２月以上の期間にわたり、かつ、３回以上に分割）により受領する取引方法（現行法

第２条第６項）。冠婚葬祭互助会や友の会がある。 
18 消費者庁では、平成２４年２月に「葬祭事業者における葬儀費用にかかる表示の適正化につ

いて」を公表した（http://www.caa.go.jp/representation/pdf/120203premiums_1.pdf）。葬儀

事業者による葬儀費用の表示に関して調査を行い、複数の葬儀事業者が景品表示法の違反（有利

誤認）につながるおそれがある表示を行っていた事実を確認。 
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行省令第１２４第３項第９号） 

・契約約款の記載内容が現行省令第１２３条に定める基準に適合しない場合の

事業者に対する改善命令（現行省令第１２４条第３項第１０号）    等 

④消費者側の解約権の保護 

・消費者都合による解約ができない旨の特約の禁止（現行省令第１２３条第１

項第３号） 

・消費者からの解約申出があった日から４５日以内に解約返戻金19を返金するこ

とを契約約款に定めていること（現行省令第１２３条第１項第２号） 等 

⑤その他、事業運営の適切性及び財務の健全性の担保 

・従業員に対する指導監督が不十分な場合の事業者に対する改善命令（現行省

令第１２４条第３項第５号） 

・代理店に対する指導が不十分な場合の事業者に対する改善命令（現行省令第

１２４条第３項第６号） 

・経常収支比率20、流動比率21、純資産比率22、負債倍率23といった財務基準を下

回った事業者に対する改善命令（現行法第３５条の３の６２で準用する第２

０条の２第１項、現行省令第１２４条第１項、第２項、第３項第１号及び第

２号） 等 

 近年の消費者苦情等の状況に鑑み、現行省令における前払式特定取引に関す

る規定では十分に対応できていないものについては、消費者利益の保護の観点

から適切な対応が図られるよう、新たに省令等によって措置することを検討す

る必要がある。その際の措置の方向性について、以下、提言する。 

 

２．措置の方向性について 

（１）前払式特定取引に関する業務規制における考え方の整理について 

 冠婚葬祭互助会をはじめとする前払式特定取引業者の財務及び業務運営の適

切性は、大部分が現行法第３５条の３の６２において準用する第２０条の２第

                                                      
19 購入者等がすでに支払った金額から契約の締結及び履行のために通常要する費用の額を控除

した額の金銭。 
20 一事業年度の収益の額の費用に対する比率が経済産業省令で定める率（１００％）を下つた

場合（現行法第３５条の３の６２で準用する第２０条の２第１項第１号、現行省令第１２４条第

１項） 
21 流動資産の合計額の流動負債の合計額に対する比率が経済産業省令で定める率（８０％）を

下つた場合（現行法第３５条の３の６２で準用する第２０条の２第１項第２号、現行省令第１２

４条第２項） 
22 資産の合計額から負債の合計額を控除した額が資本金又は出資の額に満たないとき（現行法

第３５条の３の６２で準用する第２０条の２第１項第３号、現行省令第１２４条第３項第１号） 
23 予約前受金の合計額又は負債の合計額が財産の状況に照らし著しく過大であるとき（現行法

第３５条の３の６２で準用する第２０条の２第１項第３号、現行省令第１２４条第３項第２号） 
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１項第３号を根拠とした経済産業大臣による改善命令によって担保されている。

本条では、購入者又は指定役務の提供を受ける者の利益を保護するため、前払

式特定取引に係る財務の状況又は業務の運営につき是正を加えることが必要な

場合には、経済産業大臣は前払式特定取引業者に対して改善命令を発すること

ができるとした上で、具体的な改善命令事由については省令において定めるこ

ととしている。 

 こうした法律による包括的な委任に基づき省令を定めるに当たっては、前払

式特定取引に関する規制の趣旨に照らし、体系的な整理を行った上で、実務上

の課題に対する具体的な措置を検討することが適切である。 

前払式特定取引に対する規制は、消費者利益を保護するため、主に以下のよ

うな観点から措置されているものと解される。 

①契約締結時の契約内容に関する消費者に対する適切な説明 

②契約期間中の前払金の保全 

③契約の履行確保（契約目的の実現） 

④消費者側の解約権の保護（特に冠婚葬祭互助会については、契約期間が長期

にわたることから、契約締結後の消費者ニーズの変化に適切に対応すること

が重要となる。） 

⑤その他、事業運営の適切性及び財務の健全性の担保 

こうした体系の下で、上述（本節１．）のような現状の課題に対応するための

具体的な措置を整理すべきである。 

 

（２）実務上の課題と課題に対する必要な対応 

 （１）で述べた整理の下、実務上の課題と課題に対する必要な対応を整理す

ると以下の通りである。 

①契約締結時の契約内容に関する消費者に対する適切な説明 

・「訪問販売で強引な勧誘を受けた」といった消費者苦情に対応するため、威迫

をはじめとして、事業者による消費者への不当勧誘が行われたことを、省令

上の改善命令対象となる場合に追加すべきである。 

・葬儀費用等に関して消費者に誤認を与えるような表示を行っている葬儀業者

が存在することに鑑み、こうした不当表示を行ったことを、省令上の改善命

令対象となる場合に追加すべきである。 

・契約の内容に関する消費者と事業者との間の認識の齟齬が見られる場合等に

おいて「契約書が交付されていない」といった消費者苦情が発生しているこ

と等に鑑み、事業者が契約約款を交付しなければならないことを省令上明確

にすべきである。なお、冠婚葬祭互助会については、契約期間が長期にわた
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ることから、事業者においては、消費者からの契約約款の再交付等の要望に

柔軟に応じるべきである。 

④消費者側の解約権の保護 

・「解約ができないと言われた」といった消費者苦情にあるような解約拒否・渋

り行為があると認められる場合においては、是正を求められるよう、省令上

の改善命令対象となる場合に追加すべきである。 

・事業者への問い合わせや相談の際に「担当でないと分からない」「担当から電

話をさせる」等と言って迅速な対応がされないことがあり、「解約を引き延ば

される」といった消費者苦情につながっている場合があると考えられる。こ

うした事業者の苦情・相談対応の体制整備についても是正を求められるよう、

省令上の改善命令対象となる場合に追加すべきである。 

⑤その他、事業運営の適切性及び財務の健全性の担保 

・業務運営体制の適正化を図る観点から、許可事業者に通常求められる委託先

管理の体制整備を求めるとともに、情報管理の体制整備についても求められ

るよう、かかる体制に不備があることを省令上の改善命令対象となる場合に

追加すべきである。 

 なお、本節１．で述べた「解約手数料が高い」といった消費者苦情に対して

は、経済産業省が開催した「冠婚葬祭互助会の解約手数料の在り方等に係る研

究会」が平成２５年１２月に公表した報告書24に則り、多くの冠婚葬祭互助会事

業者が解約手数料の引き下げを行った結果、見直し前の水準と比べて半分以下

の水準まで引き下げられている25現状に鑑みると、今後も業界における自主的な

解約手数料の引き下げ努力が続けられることが期待される。 

  

                                                      
24 http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/shoryu/gojokai/pdf/report01_01_00.pdf 
25 全日本冠婚葬祭互助協会に加盟する事業者のうち、同協会が約款監修を行った 163 社の 733

コースについて、見直しにより平均で契約金額比約 14.6%から約 7.1％の水準まで引き下げられ

ている（平成 29 年 1 月時点）。 
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第２節 前払式特定取引の財務面における論点 

１．現状と課題 

（１）流動比率について 

 現行省令では、安全性と収益性の両面から、前払式特定取引における適正な

業務運営をする上で必要な財務に係る基準として、経常収支比率、流動比率、

純資産比率、負債倍率といった基準を設け、それぞれの基準を満たさない場合

であって、消費者の利益を保護するために必要かつ適当であると認めるときに

改善命令を行うことができることとされている（現行法第３５条の３の６２で

準用する第２０条の２第１項、現行省令第１２４条第１項、第２項、第３項第

１号及び第２号）。 

 このうち、流動比率を算定するにあたっての流動資産及び流動負債に計上す

る科目は、省令上、以下の通り定められている（現行省令第１２５条において

準用する省令第２３条）。 

 

流動資産 流動負債 

現金、預金、受取手形、売掛金、 

有価証券（投資有価証券を除く）、 

投資有価証券、商品、製品、半製品、 

原材料、仕掛品、貯蔵品、前渡金、 

前払費用（１年以内に償却されて費用と

なるべきものに限る）、短期貸付金、 

立替金、未収入金、未収収益、 

前払式割賦販売に係る繰延費用、 

営業保証金、前受業務保証金、 

前各号に掲げるもの以外の資産（１年以

内に現金化できると認められるものに限

る） 

支払手形、買掛金、短期借入金、 

未払金、未払費用、前受金、預り金、

前受収益、未払法人税等、 

前各号に掲げるもの以外の負債（１

年以内に支払い又は返済されると認

められるものに限る） 

 

 

 流動資産又は流動負債に関し、一般の企業会計原則では、一定の債権及び債

務のうち、一年以内に入金又は支払の期限が到来すると認められるものがこれ

に属するものとされている。しかしながら、現行省令では、必ずしも一年以内

に現金化できない又は満期が到来しない、いわゆる供託金（営業保証金や前受

業務保証金）や投資有価証券等を流動資産に計上することとしている。また、

特に冠婚葬祭互助会においては、積立期間は長期に及ぶのが通例であり、前払

式特定取引に係る消費者からの積立金（予約前受金）の大部分は１年以内に取

り崩されるものとはなっていないという実態があるが、「前受金」としてその全

額を流動負債に計上することとしている。 
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 そのため、流動比率については、短期支払能力を測る財務基準として適正化

を図る観点から、一般の企業会計原則と省令上の計算方法について整合を取る

必要がある。 

 

（２）連結対象会社等の財務状況について 

 冠婚葬祭互助会では、婚礼や葬儀を執り行う施行部門が別法人として存在し

ている場合も多く、友の会は、定義上、取次形態の事業とされ、親会社（取次

先の百貨店等）と営業上その他で密接な関係を有し、それらの財務状況が前払

式特定取引を行う事業者の営業にも大きく影響を及ぼす構造となっている。 

実際、友の会事業者自身は、法定の財務に関する基準を満たしていたが、取

次先である親会社を含めた財務状況は大幅な債務超過となっており、結果的に

親会社の破産により友の会事業者も廃業し、営業保証金及び前受業務保証金の

還付に至った事例がある。 

 しかしながら、現行法令上、こうした取次先を含め、連結対象会社やグルー

プの親会社等の許可事業者と財務上の密接な関連を有する事業者の財務状況は、

報告徴収（現行法第４０条第５項、現行政令第３１条第８項、現行省令第１３

６条）の対象となっておらず、監督当局において確実に把握することができな

いため、新たに省令によって措置することを検討する必要がある。 

 

以上（１）（２）に関する措置の方向性について、以下、提言する。 

 

２．措置の方向性について 

（１）流動比率について 

 流動比率について、短期支払能力を測る指標として、一般の企業会計原則に

整合的なものとなるよう、一年以内に入金又は支払の期限が到来するかという

観点から、流動資産及び流動負債として計上する科目について、必要な見直し

を行うべきである。 

 

（２）連結対象会社等の財務状況の把握について 

 取次先事業者等と財務面で密接な関係を有する前払式特定取引を営む許可事

業者の財務状況を適確に把握し、必要な監督上の措置を講ずることにより破綻

等による消費者被害を未然に防止する観点から、連結対象会社やグループ親会

社等の許可事業者と財務上の密接な関連を有する事業者の財務状況についても、

信頼性が担保される形で行政において把握することができるよう、報告徴収の

対象に追加すべきである。  
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第３章 クレジットカード会社におけるＡＰＩ連携について 

１．現状と課題 

（１）キャッシュレス化の進展とデータ利活用による利便性の向上 

キャッシュレスは、消費者にとっては、多額の現金を持たずに済む利便性、

現金の紛失・盗難等のリスクの軽減、自分の購買記録を利活用できるといった

メリットが、事業者においては、現金管理に比べたコストや紛失・盗難トラブ

ルの低減、急増する訪日外国人の買物機会の拡大、データ分析・利活用といっ

たメリットがある。特に、カード利用者から見ると、カード会社が保有する自

らのデータに容易にアクセスし活用できるようになることで、日々の生活や事

業の利便性向上につながる。 

近年、クレジットカードに加え、プリペイド型の電子マネーや国際ブランド

付きのデビットカードの普及もあって、我が国のキャッシュレス決済額は着実

に増加しており、今後とも更なる拡大が見込まれる。 

このようなキャッシュレス化の進展に伴い、カード会社には多くのデータが

蓄積されている。一方、消費者の間では、1,000 万人を超えると言われる家計簿

アプリユーザーの拡がりに裏打ちされるように、自らの消費情報を効率的かつ

便利に収集・管理したいとの要望が強まっている。こうしたニーズは今後ます

ます拡大していくことが想定され、前述の家計簿アプリ事業者のように、消費

者のニーズに応え消費情報の収集・管理を簡素化するサービスを提供する様々

な FinTech 企業が登場することが予想される。カード会社においては、自前主

義でシステム構築からサービス運営まで行う従来のやり方に加え、消費者の一

層の利便性向上に対応するべく、これら FinTech 企業との連携を検討する必要

性が高まっている。 

 

（２）FinTech 企業とのＡＰＩ26連携及び金融機関27の動向 

クレジットカード会社及び金融機関（以下、「カード会社等」という）が FinTech

企業と連携する手段の一つとして、ＡＰＩの情報を共有して利用しやすくする

いわゆるＡＰＩ連携が考えられる。しかしながら、カード会社等がセキュリテ

ィ体制等の不十分な FinTech 企業とＡＰＩ連携した結果、情報漏洩等が生じる

と、消費者等に損害を与えることとなり、カード会社等自身も損害賠償に加え

て社会的信用の失墜等の大きなリスクに直面することになる。現在、こうした

リスクに備えた責任分担や事業者が満たすべき基準等に関する共通ルールが定

                                                      
26 API とは、アプリケーション・プログラミング・インターフェイス（Application Programming  

Interface）の略で、プログラムがその機能を他のプログラムから利用できるようにするための

インターフェイスのこと。例えば、クレジットカード会社以外の者がカード会社のシステムの機

能を利用できるようにするための、システム側の接続口を指す。 
27 ここでいう金融機関とは、都市銀行、地方銀行、信用金庫等の預金取扱金融機関を指す。 
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まっておらず、ＡＰＩ連携は各社が個別に交渉・合意して初めて実施されてお

り、僅かな企業同士の取組にとどまっている。一方で、FinTech 企業が消費者か

ら預かったパスワード等を使って、カード会社等との間で契約締結等の明確な

法的関係を構築することなくシステムにアクセスする「スクレイピング」28によ

る方法で、データを収集・管理するサービス事例が広く見られる。当該手法に

ついては、カード会社等から見ると表面上それが正当なアクセスであるか不当

なものであるか分からないことに加え、アクセス頻度や参照するデータの多さ

からシステムへの負担となるといった点が指摘されている。これに比べ、ＡＰ

Ｉ連携は契約締結等をした者にシステムへのアクセスを許諾することで、安全

面及びアクセスされる側のシステムの負荷軽減という観点から優れているとの

指摘もある。 

金融機関については、FinTech 企業とのＡＰＩ連携を促進する制度整備として、

銀行法等の一部を改正する法律案が今国会に提出されている。そこでは、送金

等の決済指図伝達型及び口座や取引情報をまとめる口座情報取得型という２種

類のサービスを対象に、FinTech 企業に登録制を課して情報の適切な管理や業務

管理体制の整備を確保するとともに、金融機関に対しては、FinTech 企業との連

携に係る方針及びＡＰＩ接続に係る基準の策定・公表を義務付け、基準を満た

す FinTech 企業との接続について差別的な取扱いを禁じる方針である。 

また、サービスを提供する事業者間におけるセキュリティや利用者保護の原

則、ＡＰＩ仕様の標準化等について、「オープンＡＰＩのあり方に関する検討会」

（事務局：（一社）全国銀行協会）において自主ルールを検討中である。 

 

２．措置の方向性について 

（１）ＡＰＩ連携の推進 

クレジットカード会社が FinTech 企業とＡＰＩ連携する場合も、金融機関と

同様に、FinTech 企業がセキュリティや利用者保護に関して十分な措置や体制を

整備していることが不可欠である。また、そうした基準を満たす FinTech 企業

に対して、カード会社がＡＰＩ連携を認めることで、事業者双方にとって安全

性の確保とシステムへの負荷軽減が図られる。その際、ＡＰＩ接続に伴うシス

テム改修等のコスト負担及び当該サービスを実施することによる事業運営の効

率化や収益増のメリット等の配分について、カード会社と FinTech 企業双方で

協議し、ＡＰＩ接続の可否を最終的に決めることが望ましい。なお、実際のＡ

ＰＩ連携の進展の状況を確認し、必要に応じて関係者が適切な対応を取ること

を促すことができるよう、接続可否の結果をフォローする仕組みも併せて検討

                                                      
28 スクレイピング（scraping）とは、一般に、ウェブページの HTML データを解析し、データの

抽出や加工を施す方法により、必要なデータを収集する手法。 
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する必要がある。 

 

（２）ガイドラインでの対応 

クレジットカード分野では、銀行法における決済指図伝達型のように、直ち

に個人の預金等を口座から移動させるようなサービスを FinTech 企業が行うこ

とは当面は想定されない。FinTech 企業が提供するサービスは、多くが口座情報

取得型と考えられるが、今後は、例えば複数のポイントを一括管理して利用・

交換できるサービスなど指図型ではあるものの、銀行法上の決済指図伝達型に

当たらないようなカード特有のサービスが出現する可能性がある。また、使い

過ぎが気になる、安全性に不安がある等を理由としてクレジットカードの利用

が進みにくいことを踏まえ、その利用拡大に向けて、利用上限額の自己設定、

カード利用の ON/OFF コントロールや決済可能条件（利用エリア・加盟店業種・

店舗／ＥＣ等のチャネル）の設定などのサービスを FinTech 企業が提供するよ

うになることも考えられる。こうしたサービスは、仮に事故が起きた場合でも

個人資産に直接の影響を与えないため、利用者のリスクは相対的に小さいと考

えられる。 

さらに、直接的な預金等の移動を伴わないサービスについては、そのリスク

の相対的な小ささゆえ消費者からも様々なニーズが今後出てくる可能性もあり、

またそのニーズに応えて新しい技術やサービスが出現することも十分に考えら

れる。 

こうしたビジネスモデルの進展等の速度が速い分野では、一定の期間を要す

る法律等の改正では機動的に対応することが難しい。また、法律等の改正によ

って結果的に FinTech 企業を一方的に規制する形となっては、ＡＰＩ連携の促

進とイノベーションの創出、社会全体の情報価値の最大化という観点からは望

ましくない。したがって、利便性と安全性を両立させるために必要なルールは、

新たな動きに応じて迅速かつ柔軟に設ける必要がある。このため、クレジット

カード分野のＡＰＩ連携については、法律によって対応するのではなく、クレ

ジットカード会社が FinTech 企業とＡＰＩ連携することによるメリットを認識

した上で、幅広い関係者の知見を集め、新しい技術やサービスにも迅速に対応

できるようなガイドラインを策定することが望ましい。 

なお、ガイドラインの形態であっても、安全面での消費者不安に配慮し、カ

ード会社及び FinTech 企業によるセキュリティ体制や利用者保護措置が充分に

確保される仕組みとする必要がある。また、急速な技術やビジネスの進展に伴

って新たな問題が生じた場合にも、機動的に見直しを行うことにより、FinTech

企業に対して不必要な規制を課すことなく、適切な仕組みを実現することが可

能になる。 
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以上の方向性を踏まえ、「クレジットカードデータ利用に係るＡＰＩ連携に関

する検討会」29において、ガイドラインの策定に関して具体的な検討を行うべき

である。 

  

                                                      
29 経済産業省は、平成 29年 3 月よりクレジットカードの利便性向上及び更なるビジネス展開に

向け、クレジットカード会社と FinTech 企業との連携を促すために、その連携の手段である API

を活用して創出されるサービスやその実現に向けての課題等を検討する「クレジットカードデー

タ利用に係る API 連携に関する検討会」を開催。複数回開催ののち、平成 29 年 6 月頃に中間取

りまとめ予定。 



35 
 

おわりに 

 本小委は、改正法の円滑な施行及び割賦販売法が規律する分野に関するその

他の課題への対応に向け、政府において本提言に則って省令改正等の適切な対

応が図られることを要請する。 

 本提言は、省令による改正法の具体化を見据え、クレジットカードを利用す

る全ての消費者利益の向上につなげるため、利便性と安全性の両立にも配慮し

つつ、あるべき方向性を示したものである。 

 FinTech 企業の参入等によって、めまぐるしい構造変化の波にさらされている

クレジットカード業界において、平成２８年追補版で提言された「リスクベー

ス」「性能規定」といった考え方は、イノベーションの促進を通じた「利便性と

安全性」の両立を効果的かつ効率的に実現し得るものとして、セキュリティ対

策以外の分野にも基本的に妥当しうるものである。本報告書において提言した

取引条件の表示、書面交付・情報提供における記載方法の見直しや、支払可能

見込額調査の調査手続・方法の見直しは、まさにこうした観点から提言された

ものであり、常に最新の実情に即して消費者利益向上の要請に応えていくとい

う基本理念に基づいている。 

 同様に、長年大きな改正が行われてこなかった前払式特定取引についても、

今回、最新の実情に合わせ、消費者保護をより確実なものとするべく省令改正

の方向性について提言している。政府においてこの提言の趣旨を踏まえた対応

が行われることを要請すると同時に、信頼確保に向けた関係事業者の一層の努

力を期待するものである。 

 こうした政府及び関係事業者の努力が実を結ぶためには、消費者の理解と協

力を得ることが欠かせない。政府及び関係事業者においては、今後も、消費者

との積極的なコミュニケーションを通じ、意識啓発や理解増進に努めることが

重要である。 

 割賦販売法が規律する取引については、取引に関わる主体の多様化・機能分

化や技術的進展といった更なる取引実態の変化が予想されるところであり、政

府においては、利便性と安全性の両立の観点から、今後とも、こうした取引実

態の変化を適確に把握し、制度整備に関する検討を適時適切に行っていくこと

が必要である。 

 

以上 
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産業構造審議会 商務流通情報分科会 割賦販売小委員会 

審議経過 
 

第１７回 平成２９年２月１７日 

議題：１．割賦販売法の一部を改正する法律についての報告 

２．今後の検討課題について 

 （１）割賦販売法改正に伴う省令改正等に係る検討課題について 

 （２）前払式特定取引に係る検討課題について 

 

第１８回 平成２９年３月１５日 

議題：１．クレジット取引セキュリティ対策協議会「実行計画 2017」につい

ての報告 

   ２．前回の議論を踏まえた今後の検討課題について 

   ３．クレジットカード企業におけるＡＰＩ連携について 

 

第１９回 平成２９年４月２４日 

議題：報告書（案）について 
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別紙１．クレジット取引セキュリティ対策協議会実行計画-2017-の概要について 

 

別紙２．加盟店情報交換制度の概要 

 

別紙３．取引条件の表示事項・イシュアーからの書面交付事項・加盟店からの

情報提供事項の比較 

 

別紙４．包括支払可能見込額調査の規定の構造（関係部分の要旨） 

 


